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１．問 題 
2016 年度より新免許状更新講習（新講習と略す）が実施される。新講習は、


















を 2012 年度から実施した。このうち、12 時間の“必修領域”について事前に更
新講習のカリキュラムを開発すべく、現場に即した円環的で還元性のあるアク
ション・リサーチを用いて、文部科学省提示の 8 細目に準拠した質問紙調査法に











制度の見直しが議論され、平成 26 年 9 月 26 日付けの「教育職員免許法施行規則
等の一部を改正する省令等の公布について」の文科省の通知に基づき、2016 年 4





科学省掲示の 8 細目の“必修領域”と一部が重複するイ～ニの 4 事項（合計 6 時
間）と、同じく一部重複するものの“道徳教育”や“国際理解及び異文化理解教





















 調査対象者は、A 県内公立小・中・高・特別支援学校教員 22 名（小学校 4 名、
中学校 6 名、高校 5 名、特別支援学校 7 名）であった。 













本調査対象者は、A 県内公立小・中・高・特別支援学校の教員 674 名（小学校






の何れかに該当した調査用紙を除き、574 名（小学校 150 名、中学校 158 名、高
校 181 名、特別支援学校 85 名）を分析対象とした。  






































































10 年未満 217 
10 年～20 年 100 
21 年～30 年 119 




























Figure 1 全体の順位 
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４.３ 学びたい内容の上位 15 項目 





Table 6  15 位までの学びたい内容 
順位 項目 票数 割合 
1 21 不登校支援 179 5.4 % 
2 23 教育相談の方法・スキル 164 4.9 % 
3 13 トラブルに対しての組織的対応（保護者対応） 158 4.7 % 
4 31 保護者対応 135 4.0 % 
5 1 子どもの事件への対応 127 3.8 % 
6 24 いじめ防止・対策 122 3.6 % 
7 27 特別な支援を必要とする子どもの自立支援 116 3.5 % 
8 45 ネットトラブルの対処法 114 3.4 % 
9 17 事件・事故等への対応 106 3.2 % 
10 3 学力の二極化 105 3.1 % 
11 33 道徳の授業づくり 103 3.1 % 
12 46 ＩＣＴ教材を利用した授業づくり 96 2.9 % 
13 8 アクティブ・ラーニング 95 2.8 % 
14 18 児童虐待への対応 93 2.8 % 



















有無の平均点の差について t検定を行ったところ、項目 11、12 で 5%水準の有意
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Figure 3 受講経験の有無によるニーズの違い（* p<.05） 
   
４.６ 教員経験年数によるニーズの違い 
教員経験年数によるニーズの違いは、Figure 4 のとおりである。教員経験年数
の平均点の差について t検定を行ったところ、項目 2、3、11、12 で 5%水準の有
意差があった（Figure 4）。項目 3「トラブルに対しての組織的対応（保護者対応）」
は、経験年数 20 年以下の群のニーズが高かった。項目 2「教育相談の方法・ス
キル」、項目 11「道徳の授業づくり」と項目 12「ICT 教材を利用した授業づくり」
は、20 年以上の群のニーズが有意に高かった。 
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種の平均点の差について t 検定を行ったところ、項目 1、2、7、9、11、13、14
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Figure 6 校種（特別支援学校とそれ以外）によるニーズの違い（* p<.05） 
 
４.９ 学びたい具体的な内容（自由記述） 
自由記述の回答数は、211（小学校 81、中学校 54、高校 51、特別 25）である。
15 項目の学びたい具体的な内容についての自由記述の回答数、学校種ごとの回
答数、主要な意見を示す。 
項目 1「不登校支援」(18)（小 6、中 7、高 2、特 3） 
・不登校児童生徒の実態と関わり方、支援、指導の具体例（小）（中）（高） 
・不登校児童生徒に関する保健室の役割（小）（中）（特） 
・保護者や病院、SC や SSW との連携、支援者のモチベーション（小）（中）（特） 


























項目 4「保護者対応」(8)（小 2、中 1、高 3、特 2） 
・保護者との信頼関係の築き方（小）（中） 
・クレーマー対応、苦情処理対応、事例などの具体的な方法（中）（高）（特） 
項目 5「子ども事件への対応」(5)（小 2、中 1、高 1、特 1） 
・子どもの事件を未然に防ぐにはどうするか、防止、対応策を知りたい（小） 
項目 6「いじめ防止・対策」(8)（小 5、中 1、高 1、特 1） 
・いじめを未然に防ぐための手立てや実際にいじめが起きてしまった場合の具
体的な対応策（保護者対応の仕方も）（小）（中）（高） 
項目 7「特別な支援を必要とする子どもの自立支援」(6)（小 2、中 1、高 1、特 2） 
・自立支援で、就学前から就労、その後の連携した支援の方法（小）（中）（特） 
項目 8「ネットトラブルの対処法」(7)（小 3、中 1、高 2、特 1） 
・ネットいじめの早期発見、対処方法、保護者との連携（小）（高）（特） 
・ネット活用と睡眠時間、学校生活への影響について、その対処法（小）（中） 
項目 9「事件・事故等への対応」(10)（小 5、中 2、高 3） 
・事件発生時の具体的な行動、実際の事例、救急処置や応急対応（小）（中）（高） 
・学校がすべき点と他に任せる点、専門機関の役割と連携、組織化（小）（高） 
項目 10「学力の二極化」(4)（小 3、中 1） 
・二極化の現状と対策、二極化が著しいクラスにおける指導の方法（小）（中） 
項目 11「道徳の授業づくり」(13)（小 4、中 5、高 3、特 1） 
・道徳の授業づくりの基本的な流れ、実践例、教材と活用方法（小）（中）（高） 
・地域との連携も視野に入れた道徳の授業づくり（高） 
項目 12「ICT 教材を利用した授業づくり」(7)（小 2、中 3、高 2） 
・ICT 教材の具体的な使い方の演習、具体的な教材づくり（小）（中）（高） 
・スマートフォン、タブレットの普及に伴う教育の ICT 化（中） 
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項目 14「児童虐待への対応」(8)（小 4、中 1、特 3） 
・虐待の判断の仕方、被虐待児に誰がどのように話すか（小）（特） 
・養護教諭の役割・対応の仕方、サポート機関（中）（特） 




































































応）」は、経験年数 20 年以下の群のニーズが高かった。項目 2「教育相談の方
































































成 20 年 4 月 1 日）別添 2 講習内容に関する各種基準． 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/koushin/08043004/002.htm 
文部科学省（2015）．免許状更新講習における選択必修領域の導入について（平
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Appendix 1 
予備調査質問紙問 1~2 の質問項目 
 事 項 学びたい内容 ○ 
イ 学校を巡る近年の状況の変化   
ロ 学習指導要領の改訂の動向等   
ハ 法令改正及び国の審議会の状況等   
ニ 様々な問題に対する組織的対応の必要性   
ホ 学校における危機管理上の課題   
へ 教育相談（いじめ及び不登校への対応を含む。）   
ト 進路指導・キャリア教育   
チ 学校・家庭・地域の連携・協働   
リ 道徳教育   
ヌ 英語教育   





Appendix 2  
本調査質問紙問 1 の質問項目 
 事 項 学びたい内容 ○
イ 学校を巡る近年の状況の
変化 
 
子どもの事件への対応 1 
学校の統合 2 
学力の二極化 3 
教員のメンタルヘルス 4 
ロ 学習指導要領の改訂の 
動向等 
 
キャリア教育のすすめ方 5 
学習指導要領の改訂の趣旨 6 
道徳の教科化 7 
アクティブ・ラーニング 8 
ハ 法令改正及び国の審議会
の状況等 
“チーム学校”のあり方 9 
これからの英語教育 10
法改正を視野に入れた学校現場での取り組み 11
18 歳での選挙権 12
ニ 様々な問題に対する組織
的対応の必要性 
トラブルに対しての組織的対応（保護者対応） 13
問題に応じた外部との連携の仕方 14
生徒指導体制づくり 15
ミドルリーダーとしてのあり方 16
191
新教員免許状更新講習（選択必修領域）についてのニーズ調査
ホ 学校における危機管理上
の課題 
 
事件・事故等への対応 17
児童虐待への対応 18
学校における情報管理 19
防犯・防災対策 20
へ 教育相談（いじめ及び 
 不登校への対応を含む。）
不登校支援 21
事例研究（ケース会議）のやり方 22
教育相談の方法・スキル 23
いじめ防止・対策 24
ト 進路指導・キャリア教育 
 
発達段階に応じたキャリア教育 25
子ども自らの人生設計を考える教育 26
特別な支援を必要とする子どもの自立支援 27
職場体験・インターシップ教育 28
チ 学校・家庭・地域の連携・
協働 
 
学校と地域の連携の実際 29
コミュニティースクールの実践例 30
保護者対応 31
問題行動に対しての児相・警察などとの連携 32
リ 道徳教育 
 
道徳の授業づくり 33
道徳の評価の方法 34
道徳教育の教科化の方向 35
道徳教育にかかわる教員の指導力 36
ヌ 英語教育 
 
小学校の外国語活動 37
国際理解、異文化理解 38
教師の英語教育の指導力向上 39
小学校から中学校への英語教育のつながり 40
ル 国際理解・異文化理解教育
 
ＩＣＴ教材の活用方法 41
保護者の多国籍化に対する対応と共同 42
日本文化に対する正しい理解と認識 43
日本と外国との宗教上の習慣や生活習慣の違い 44
ヲ 教育の情報化（情報通信技
術を利用した指導及び情
報教育（情報モラルを含
む）等） 
ネットトラブルの対処法 45
ＩＣＴ教材を利用した授業づくり 46
情報機器を効果的に取り入れるための教員研修 47
情報モラルについて 48
 

